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今週のキーワード

全固体電池商用化
中国勢が攻勢、日本勢も2027年目標

24
件

記事数

5
カ国

対象国

500
Wh/kg

目標密度

2027
年

商用化目標

今週の全24記事 ― 5軸評価で読むべき記事を選ぶ
各列の見方 ― 技術新規性：ブレークスルー度合い 実用化距離：製品として使える近さ 市場インパクト：業界全体への影響規模
データ信頼性：定量データ・査読の有無 日本関連度：日本の企業・サプライチェーンとの直接的関連性

# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#01 デンドライト抑制CSE 学術論文
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

○
●●●●

●
●●●○

○

全南大がデンドライト抑制三層複合固体電解質を開発
。1000サイクル以上安定動作、安全性向上でEV等実
用化加速へ。

#02
吉利、500Wh/kg全固
体

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

吉利汽車が2027年に500Wh/kg級全固体電池をEVに
パイロット導入。航続距離1000km超、寿命100万km
目標。

#03
トヨタ・パナ、2027
年商用化

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●

トヨタとパナソニック、2027-28年EV向け全固体電
池商用化へ。航続距離2倍、発火リスク排除。レクサ
ス搭載予定。

#04
WELION、半固体電池
供給

新製品
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
中国WELIONがNIO ET7に360Wh/kg半固体電池を供
給。1000km超航続距離を実証し、IPO準備中。

#05
Ultralife、一次Liハイ
ブリッド

製品紹介
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○
●●○○

○

Ultralifeが一次リチウムハイブリッドセル「Electroch
em HR Series」を発表。高性能と耐久性を両立し産
業用途へ。

#06
中国、全固体電池標準
化

業界レポ
ート

●●○○
○

●●●●
●

●●●●
●

●●●○
○

●●●●
●

中国が全固体電池の世界標準化を主導。初の分類フレ
ームワークを確立し、IECで国際標準開発を推進。

#07
中国、硫化リチウム生
産

企業戦略
●●○○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

中国・青海威祥科技が全固体電池向け硫化リチウム年
間3000トン生産プロジェクトを2027年7月完成予定
。

#08 産業用SSB実装ガイド 解説記事
●○○○

○
●○○○

○
●●○○

○
●●○○

○
●●○○

○
産業用全固体電池技術の実装ガイド概要。デンドライ
ト抑制、安全性、低温性能の優位性を解説。

#09 米国ESS容量60%増 市場概観
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●○

○
●●○○

○
米国で2026年、ユーティリティスケールバッテリー
容量が前年比60%増の24,000MWに達する見込み。

#10
Geely、500Wh/kg実
車検証

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

Geelyが500Wh/kg級全固体電池の実車検証を開始し
、2027年EVパイロット導入へ。航続距離1000km超
、長寿命化目標。

#11
中国電池、2027年試
験生産

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

中国主要電池メーカーが2027年全固体電池試験生産
目標。Dreame
Technologyは450Wh/kgセルを2026年少量出荷。

#12 中国主導IEC標準承認 業界レポ
ート

●●○○
○

●●●●
●

●●●●
●

●●●○
○

●●●●
●

中国主導で全固体電池の国際標準がIECで承認。Saike
Power資金調達、GaoNeng
ShuZaoが釘刺し試験合格。

#13
サムスンSDI・VW開
発加速

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●○

○

サムスンSDIとBMW、VWとQuantumScapeが2027
年全固体電池量産へ開発加速。半固体電池先行の見方
も。
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# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#14
TDK、多層セラミック
電池

新製品
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

●

TDKが酸化物系全固体電解質採用の多層セラミックチ
ップ電池を発表。安全性と小型化を両立し幅広い用途
へ。

#15
Geely、Volvoへ展開視
野

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

Geelyが500Wh/kg全固体電池のEVパイロット導入を
2027年に設定。Volvoへの展開も視野に入れ、長航続
距離・長寿命化を目指す。

#16 QS CTO株式売却 企業動向
●○○○

○
●○○○

○
●○○○

○
●●●●

●
●○○○

○
QuantumScapeのCTOが税務義務履行のため株式を
売却。事前に計画された取引。

#17 グラフェンSSB特許 学術論文
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●○

○
グラフェン活用全固体電池製造の新特許公開。液体電
解質層なしで安全性・小型化・生産効率を追求。

#18 QS共同創設者株式売却 企業動向
●○○○

○
●○○○

○
●○○○

○
●●●●

●
●○○○

○
QuantumScape共同創設者兼CTOが、事前に策定さ
れた取引計画に基づき信託保有全株式を売却。

#19 QS CEO株式処分 企業動向
●○○○

○
●○○○

○
●○○○

○
●●●●

●
●○○○

○
QuantumScape CEOがRSU解除に伴う税務義務履行
のため株式8万株を処分。

#20
Geely、2027年パイロ
ット

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
Geelyが2027年全固体電池パイロット導入を発表。5
00Wh/kg、1000km超航続、長寿命化を目指す。

#21
トヨタ、SSB新特許公
開

学術論文
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

○
●●●●

●
●●●●

●

トヨタ自動車が全固体電池とその製造方法に関する新
特許を公開。効率的で信頼性の高い次世代電池実現へ
。

#22 QS CDO株式売却 企業動向
●○○○

○
●○○○

○
●○○○

○
●●●●

●
●○○○

○
QuantumScape CDOがRSU解除に伴う税務義務履行
のため株式を売却。

#23 SSB特許動向分析 市場概観
●○○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
全固体電池の特許動向分析レポート公開。2022年に
出願ピーク後減少、セル化学が優勢。

#24
ホンダ、SSBデモライ
ン稼働

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●
ホンダが桜市R&D;施設で全固体電池セル量産デモン
ストレーションライン稼働。2026年生産開始へ。

●●●●○ High ●●●○○ Med-High ●●○○○ Med ●○○○○ Low | 背景黄色＝注目記事
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今週、判断に影響しうる3つの問い

❶ 中国勢の全固体電池「2027年パイロット導入」は、あなたの会社のEV戦略を揺るがすか？
吉利汽車が500Wh/kg級全固体電池の2027年EVパイロット導入を発表。WELIONは既に半固体電池をNIOに供給し1000
km超航続距離を実証済み。中国勢の具体的な市場投入目標は、日本のEV・電池メーカーにとって無視できない脅威とな
る。

❷ 全固体電池の「国際標準化」を中国が主導する中で、日本の技術優位性は維持できるか？
中国が全固体電池の世界初の分類フレームワークを確立し、IECで国際標準開発を推進。この動きはグローバルサプライ
チェーンに大きな影響を与え、日本の技術が国際標準に適合しない場合、市場競争で不利になるリスクがある。早急な対
応が求められる。

❸ デンドライト抑制や材料供給のブレークスルーは、あなたの会社の全固体電池開発ロードマップを前
倒しさせるか？
韓国全南大学がデンドライト抑制三層複合固体電解質で1000サイクル以上安定動作を達成。中国では硫化リチウムの年間
3000トン生産プロジェクトが進行中。これらの材料・基礎技術の進展は、日本の全固体電池開発のボトルネックを解消し
、ロードマップを加速させる可能性がある。

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」マトリクス

機会大・脅威小 機会大・脅威大

影響小（参考） 脅威大・機会小

←
 機

会
 →

← 脅威 →

中国EV攻勢日本勢目標

中国標準半固体先行

硫化Li供給

デンド抑制

TDK小型

米ESS拡大

項目 象限 ↑ 機会 ↓ 脅威

● 中国EV攻勢 注意 EV市場シェア拡大 日本EV競争力低下

● 日本勢目標 機会大 EV市場での優位性 開発遅延リスク

● 中国標準 注意 統一規格で市場拡大 日本技術の非互換性

● 半固体先行 注意 中間市場獲得 全固体開発の遅れ

● 硫化Li供給 脅威大 材料安定調達 中国への依存増大

● デンド抑制 機会大 電池寿命・安全向上 技術競争激化
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● TDK小型 機会大 小型デバイス市場 —

● 米ESS拡大 参考 新規市場参入 —
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深掘り ① ― 日本勢の全固体電池、2027年商用化へ
#03 | 2026/08/27 | Top Speed | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●●○ 日本関連度●●●●●

トヨタとパナソニックは、2027年から2028年までにEV向け全固体電池の商用化を目指し、航続距離2倍、発火リスク
排除を目標に掲げている。トヨタは既に130億ドル以上を投資し、2026年後半には量産を開始、レクサスのフラッグシ
ップモデルへの搭載を予定。

この取り組みは、日本政府の産業政策とも連携し、バッテリー生産インフラ強化を推進。固形電解質技術により、高温
安定性と安全性が大幅に向上し、既存バッテリーの限界を突破することが期待される。

▶ 技術者の視点

トヨタ・パナソニック連合の2027-2028年商用化目標は、具体的な投資額と量産開始時期が示されてお
り、非常に現実味を帯びてきた。航続距離2倍、発火リスク排除という目標は、EV市場のゲームチェン
ジャーとなり得る。ただし、量産化におけるコストと歩留まり、そして低温特性の確保が依然として最
大の課題。特に硫化物系か酸化物系か、その固体電解質の特性が実用化の鍵を握る。 【機会】日本の自
動車・電池産業がEV市場で主導権を握る絶好の機会。関連材料メーカーや設備メーカーにも大きなビジ
ネスチャンス。 【脅威】目標達成が遅れれば、中国勢や韓国勢にリードを許すリスク。技術的な優位性
を維持しつつ、コスト競争力をどう確保するかが問われる。 【アクション】R&D;部門は、トヨタの特
許動向を継続的に監視し、自社技術とのシナジーを検討。経営企画部門は、サプライチェーン全体での
コスト最適化戦略を立案すべき。

深掘り ② ― ホンダ、全固体電池量産デモライン稼働
#24 | 2026/08/20 | How-To Geek | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●●○ 日本関連度●●●●●

ホンダは、桜市R&D;施設内に全固体電池セルの量産デモンストレーションラインを開設し、2026年の生産開始を目指
している。これはEVの航続距離延伸や充電時間短縮といった課題解決に向けた重要な一歩。

このラインは量産技術確立を目的とし、安全性、エネルギー密度、充電速度の課題解決を期待。液体電解質の代わりに
固体電解質を使用することで、発火リスク低減と高密度エネルギー貯蔵を可能にする。

▶ 技術者の視点

ホンダのデモンストレーションライン稼働は、全固体電池の量産化に向けた具体的な進捗を示すもので
、2026年生産開始という目標は非常に野心的。量産技術の確立は、材料開発と同等かそれ以上に重要で
あり、この動きは日本の自動車産業にとって大きな意味を持つ。ただし、デモラインから本格量産への
スケールアップには、依然として多くの技術的・経済的課題が残る。 【機会】ホンダがEV市場で競争
力を高め、日本の自動車産業全体の技術力を牽引する可能性。関連する製造装置や検査装置メーカーに
は大きな商機。 【脅威】量産化の遅延やコスト高騰は、EV戦略全体の足かせとなる。他社との技術・
コスト競争に敗れるリスクも。 【アクション】半導体PKG部門は、全固体電池の製造プロセスにおける
接合・封止技術の動向を注視し、自社技術の応用可能性を検討。R&D;部門は、ホンダのサプライチェー
ンに参入するための技術提案を準備すべき。
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深掘り ③ ― デンドライト抑制にブレークスルー
#01 | 2026/08/26 | EurekAlert! | 技術新規性●●●●● 実用化距離●●○○○ 市場インパクト●●●●○
データ信頼性●●●●● 日本関連度●●●○○

韓国全南大学が、リチウム金属電池のデンドライト形成を抑制する三層複合固体電解質（CSE）を開発。LiFePO₄|Liセ
ルで1,000サイクル以上安定動作、80%以上の容量保持率を達成し、安全性と寿命を飛躍的に向上させた。

このCSEは、イオン輸送経路を最適化し、デンドライト成長を物理的に抑制する設計が特徴。60℃で5.60 × 10⁻³
S.cm⁻¹という高いイオン伝導率を実現。折り曲げや切断にも耐える優れた機械的耐久性も示す。

▶ 技術者の視点

リチウム金属電池の最大の課題であるデンドライト形成に対する学術的なブレークスルーであり、その
新規性は非常に高い。1,000サイクル以上の安定動作と高い容量保持率は、実用化に向けた大きな前進
と言える。ただし、これはLiFePO₄|Liセルでの結果であり、より高エネルギー密度が期待されるニッケ
ル系正極との組み合わせや、大容量セルでの性能検証、そして量産化プロセスにおけるコストと安定性
の課題は依然として大きい。 【機会】デンドライト抑制技術は全固体電池の安全性と寿命を根本的に改
善する。日本の材料メーカーは、この複合固体電解質の材料組成や構造設計から、新たな固体電解質開
発のヒントを得られる可能性がある。 【脅威】韓国の研究機関がこの分野で先行していることは、日本
の基礎研究における競争圧力を高める。 【アクション】R&D;部門は、この三層複合固体電解質の詳細
なメカニズムを分析し、自社の固体電解質開発に応用できないか検討すべき。特に界面安定性向上への
アプローチは注目に値する。

その他の注目記事
吉利汽車、2027年にエネルギー密度500 Wh/kg、航続距離1,000 km超の全固体電池のパイロット展開を開始 (Electrek)
技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●●

中国EV大手の吉利が2027年に500Wh/kg級全固体電池のパイロット導入を発表。日本のEV・電池メーカーは脅威とし
て捉え、動向を注視すべき。

中国WELION、NIOのET7に360Wh/kgの半固体電池供給で1,000km超航続距離実現、IPO準備も推進 (TechInsights)
技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●○

中国WELIONがNIOのEVに半固体電池を既に供給し、1000km超航続距離を実証。全固体電池への橋渡し技術として、
その性能と市場浸透は注目に値する。

中国、全固体電池の世界標準化を主導：初の分類フレームワークを確立しIECで国際標準開発を推進 (Discovery Alert)
技術新規性●●○○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●●

中国が全固体電池の国際標準化を主導。日本の技術が国際標準に適合しない場合、市場競争で不利になる可能性があり
、早急な対応が必要。

TDK、酸化物系全固体電解質を採用した多層セラミックチップ電池を発表、安全性と小型化を両立 (TechInsights)
技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●○○

TDKが小型デバイス向けの酸化物系全固体電池を発表。安全性と小型化を両立し、IoTやウェアラブル市場での応用が
期待される日本発の技術。

グラフェン活用で全固体電池製造の新特許公開：安全性・小型化・生産効率を追求 (Justia Patents)
技術新規性●●●●○ 実用化距離●●○○○ 市場インパクト●●●○○

グラフェンを活用した全固体電池の製造特許。材料技術と製造プロセスの革新は、将来的なコスト削減と性能向上に寄
与する可能性を秘める。
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今週のアクション提案

記事評価マトリクスと機会/脅威分析を踏まえたアクション提案です。

▍即時（今週中）
• 【経営企画】中国の全固体電池国際標準化動向（#06, #12）を緊急で確認し、自社技術の適合性評価に着手。

• 【R&D;】吉利（#02, #10, #15, #20）やWELION（#04）など中国勢の全固体/半固体電池の具体的な性能
目標とロードマップを再確認し、自社の開発目標との比較分析を実施。

▍短期（1ヶ月）
• 【R&D;】全南大学（#01）のデンドライト抑制技術の詳細を調査し、自社の固体電解質開発における界面安定
性向上への応用可能性を検討。

• 【調達】中国の硫化リチウム生産プロジェクト（#07）の進捗を監視し、将来的な材料サプライチェーンのリス
クと機会を評価。

• 【半導体PKG】TDK（#14）の小型全固体電池技術を調査し、小型デバイス向けパッケージング技術への影響と
協業の可能性を検討。

▍中長期（四半期〜）
• 【経営企画】日本政府や業界団体と連携し、全固体電池の国際標準化プロセスへの日本の影響力強化策を検討。

• 【R&D;】グラフェン活用特許（#17）のような先端材料・製造プロセス技術の動向を継続的に追跡し、次世代
全固体電池のブレークスルーに繋がる研究テーマを探索。

• 【EV設計】トヨタ・ホンダ（#03, #24）の全固体電池搭載EVの設計思想や車両プラットフォームへの影響を
分析し、自社のEV設計戦略に反映させるためのロードマップを策定。

troy-technical.jp 独自キュレーション。記事著作権は各原著作者に帰属。 | Gemini API + Claude | 2026-08-30
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収録記事一覧

#01 韓国全南大学がリチウム金属電池の寿命を1,000サイクル以上延長し安全性向上に成功、デンド
ライト抑制三層複合固体電解質を開発

#02 吉利汽車、2027年にエネルギー密度500 Wh/kg、航続距離1,000 km超の全固体電池のパイロ

ット展開を開始

#03 トヨタとパナソニック、2027～2028年を目標にEV向け全固体電池を商用化、航続距離2倍・発
火リスク排除へ

#04 中国WELION、NIOのET7に360Wh/kgの半固体電池供給で1,000km超航続距離実現、IPO準備
も推進

#05 Ultralife社、高性能と耐久性を両立する新カテゴリー一次リチウムハイブリッドセル

「Electrochem HR Series」を発表

#06 中国、全固体電池の世界標準化を主導：初の分類フレームワークを確立しIECで国際標準開発を
推進

#07 中国・青海威祥科技、全固体電池向け硫化リチウム年間3,000トン生産プロジェクトを2027年7
月完成へ

#08 産業用全固体電池技術の実装ガイド：リチウムデンドライト抑制と低温性能の優位性を解説

#09 米国、2026年にユーティリティスケールバッテリー容量が前年比60%増の24,000MWに達する
見込み

#10 Geely、500Wh/kg級全固体電池の実車検証を開始、2027年EVパイロット導入へ

#11 中国主要電池メーカーが全固体電池の2027年試験生産目標を掲げ、BYD・CATLと競争激化

#12 中国主導で全固体電池の国際標準がIECで承認、500Wh/kg時代の到来を告げる

#13 サムスンSDIとフォルクスワーゲン、全固体電池の2027年量産に向け開発加速

#14 TDK、酸化物系全固体電解質を採用した多層セラミックチップ電池を発表、安全性と小型化を両
立

#15 Geely、500Wh/kg全固体電池のEVパイロット導入を2027年に設定、Volvoへの展開も視野

#16 QuantumScape、CTOが株式4万株以上を売却：税務義務履行が目的

#17 グラフェン活用で全固体電池製造の新特許公開：安全性・小型化・生産効率を追求

#18 QuantumScape共同創設者兼CTO、信託保有全株式を売却：事前に策定された取引計画

#19 QuantumScape CEOが株式8万株を処分：RSU関連の税務義務を履行

#20 Geelyが2027年全固体電池パイロット導入を発表、1,000km超航続と長寿命化を目指す

#21 トヨタ自動車、全固体電池とその製造方法に関する新特許を公開

#22 QuantumScape CDOが株式を売却：RSUによる税務義務履行のため19.7万ドル相当



#23 全固体電池の特許動向分析レポート公開：2022年に出願ピーク、セル化学が優勢

#24 ホンダ、桜市R&D施設で全固体電池セル量産デモンストレーションライン稼働、2026年生産開
始へ



#01 韓国全南大学がリチウム金属電池の寿命を1,000サイ
クル以上延長し安全性向上に成功、デンドライト抑制三層
複合固体電解質を開発

概要

韓国全南大学の研究チームが、リチウム金属電池のイオン輸送を強化し、デンドライ

ト形成を効果的に抑制する三層複合固体電解質（CSE）を開発しました。この新電解質
を搭載した電池は、1,000サイクル以上の安定した動作と80%以上の容量保持率
（LiFePO₄|Liセルで）を達成し、電池の安全性と寿命を飛躍的に向上させます。これに

より、電気自動車や航空機、グリッドスケールエネルギー貯蔵といった高容量・高安
全性が必要な分野での実用化が大きく加速されると期待されます。

公開日 2026年08月26日  EurekAlert!  韓国



詳細

主要成果

韓国全南大学の研究チームは、リチウム金属電池（LMB）の最大の課題であるデンドラ
イト形成とそれに伴う安全性・寿命の問題を解決する画期的な三層複合固体電解質
（CSE）を開発しました。この新しいCSEは、LiFePO₄|Liセルにおいて、60℃で5.60 ×

10⁻³ S.cm⁻¹という高いイオン伝導率を実現し、1,000回の充放電サイクル後も80%以上の
容量保持率を維持することに成功しました。これは、従来のリチウム金属電池が抱えて
いた低イオン伝導率、デンドライト形成、界面不安定性といった問題を根本的に解決す
るものです。

技術・臨床詳細

開発された三層複合固体電解質は、イオン輸送経路を最適化し、リチウムデンドライト
の成長を物理的に抑制する設計が特徴です。実験室での試験では、1,000時間以上の安
定したサイクル性能が確認されており、さらにバッテリーを折り曲げたり部分的に切断
したりしてもLEDを点灯させ続けるなど、優れた機械的耐久性と機能的信頼性を示しま
した。このポリマーセラミック複合材料は、内部短絡を防ぎ、熱暴走によるバッテリー
火災のリスクを大幅に低減します。従来のポリエチレンオキシド系電解質と比較して約
4倍のイオン伝導率を達成しており、これは実用化に向けた大きな一歩となります。

背景・業界文脈

リチウム金属電池は、現行のリチウムイオン電池に比べて理論上のエネルギー密度がは
るかに高く、次世代バッテリーの本命と目されています。しかし、リチウム金属アノー
ド上に形成されるデンドライトが内部短絡を引き起こし、安全性や寿命を著しく損なう
点が大きな課題でした。今回の全南大学の研究は、この長年の課題に対する有力な解決
策を提示するものであり、電気自動車の航続距離延長や、航空機、大規模エネルギー貯
蔵システムへの応用可能性を広げます。



今後の展望

この技術は、電気自動車（EV）の航続距離を大幅に向上させ、充電時間の短縮にも寄与
する可能性があります。また、より安全で長寿命なバッテリーは、航空機やドローン、
そして再生可能エネルギーのグリッドスケール貯蔵システムにも革命をもたらすでしょ
う。今後は、さらに大容量セルでの性能検証や量産化に向けたプロセスの確立が焦点と
なります。本研究成果は学術誌『Advanced Materials』に2026年8月3日付けで掲載され
ており、その科学的貢献も高く評価されています。

元記事: https://www.eurekalert.org/news-releases/1141359

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.eurekalert.org/news-releases/1141359


#02 吉利汽車、2027年にエネルギー密度500 Wh/kg、航
続距離1,000 km超の全固体電池のパイロット展開を開始

概要

中国の自動車大手Geely Holdingは、エネルギー密度500 Wh/kgの次世代全固体電池を
開発しており、2027年に傘下の複数のブランドでパイロット展開を開始すると発表し
ました。このバッテリーは、電気自動車（EV）で1,000km以上の航続距離と100万km

の寿命を達成する可能性を秘めています。既に2026年には実車での検証を開始してお
り、従来のバッテリーの課題を克服する革新的な技術として注目されています。

公開日 2026年08月20日  Electrek  中国



詳細

主要成果

Geely Holdingは、エネルギー密度500 Wh/kgという画期的な性能を持つ全固体電池の開
発を進めており、2027年にはこの技術を傘下ブランドの車両に搭載し、パイロット展開
を開始すると発表しました。この次世代バッテリーは、現在のリチウムイオンバッテリ
ーパックと比較して約2倍のエネルギーを保持できるとされ、これにより電気自動車は1

充電で1,000km（621マイル）以上の航続距離を実現し、さらに100万kmという驚異的
な長寿命を提供すると主張されています。

技術・臨床詳細

Geelyの全固体電池は、固形電解質を利用することで液漏れのリスクを排除し、安全性
と性能を向上させます。この技術の重要なパートナーとしてDow Chemicalが関与して
おり、マイナス40℃から120℃までの極端な温度範囲でも安定した接着剤を開発しまし
た。これは、バッテリーが過酷な環境下でも高い信頼性を維持するために不可欠な要素
です。既に2026年から同バッテリーの実車検証が開始されており、実験室レベルの成果
を実際の車両環境で確認する段階に進んでいます。

背景・業界文脈

全固体電池は、従来の液体電解質を用いるリチウムイオン電池に代わる次世代技術とし
て、自動車業界で激しい開発競争が繰り広げられています。高いエネルギー密度による
航続距離の延長、不燃性の固体電解質による安全性向上、そして長寿命化は、EVの普及
を加速させるための鍵となります。Geelyは、Zeekr、Lynk & Co、Volvo、Polestar、
Lotus、Smartといった多岐にわたるブランドを擁しており、この全固体電池技術はグル
ープ全体のEV戦略の中核を担うことになります。



今後の展望

2027年のパイロット展開は、全固体電池の実用化に向けた重要なマイルストーンです。
Geelyの発表は、性能数値の提示から実際の車載条件下での検証への移行を示してお
り、これが成功すれば、EV市場における同社の競争力を大幅に高めるでしょう。特に、
長航続距離と長寿命は、消費者にとってEV選択の大きな動機付けとなり、ディーゼル車
のような従来の燃料車の優位性を覆す可能性さえ秘めています。世界的にバッテリー技
術の進化が加速する中、Geelyの動向は今後も注目されます。

元記事: https://electrek.co/2026/08/20/geely-500-wh-kg-solid-state-battery-2027-pilot/

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://electrek.co/2026/08/20/geely-500-wh-kg-solid-state-battery-2027-pilot/


#03 トヨタとパナソニック、2027～2028年を目標にEV向
け全固体電池を商用化、航続距離2倍・発火リスク排除へ

概要

トヨタとパナソニックは、2027年から2028年までに電気自動車（EV）向け全固体電池
の商用化を目指しており、航続距離を2倍にし、発火リスクを排除する計画です。トヨ
タは既に130億ドル以上を全固体電池開発に投資し、2026年後半には量産を開始し、

2027〜2028年にはレクサスのフラッグシップモデルへの搭載を予定しています。この
取り組みは、日本政府の産業政策とも連携し、バッテリー生産インフラ強化を推進し
ています。

公開日 2026年08月27日  Top Speed  日本



詳細

主要成果

トヨタ自動車とパナソニックは、2027年から2028年までの電気自動車（EV）向け全固
体電池の商用化という、極めて野心的な目標を掲げています。この次世代バッテリー
は、現在のリチウムイオン電池と比較して航続距離を2倍に延伸し、さらに固体電解質
の使用により発火リスクを完全に排除することを目指しています。トヨタは既に130億
ドル（約1.9兆円）以上を全固体電池開発に投じており、その実現に向けて大規模な投
資と研究開発を加速させています。

技術・臨床詳細

トヨタは、全固体電池の量産を2026年後半に開始し、その後2027年から2028年にはレ
クサスのフラッグシップモデルに搭載を開始する計画を具体的に進めています。この開
発は、パナソニックとの戦略的提携が重要な役割を果たしており、両社は車載用角形電
池を専門とする合弁会社を設立し、高容量・高出力のリチウムイオン電池、全固体電
池、およびその他の次世代車載用電池の開発、製造、販売を一貫して手掛けています。
固形電解質技術により、高温環境下での安定性と安全性が大幅に向上し、既存のバッテ
リー技術の限界を突破することが期待されています。

背景・業界文脈

全固体電池は、高いエネルギー密度、安全性、長寿命といった点で、EVの普及と性能向
上におけるゲームチェンジャーと目されています。トヨタとパナソニックの取り組み
は、日本政府の経済産業省（METI）が推進するバッテリー生産インフラ強化政策とも密
接に連携しており、日本の国際競争力強化に貢献すると期待されています。この技術が
商用化されれば、バッテリーに起因する事故の懸念が減少し、消費者のEVに対する信頼
感が向上し、市場全体の拡大に寄与するでしょう。



今後の展望

トヨタが掲げる2027年～2028年の商用化目標は、世界のEVバッテリー市場において大
きなインパクトをもたらすでしょう。特に、航続距離の飛躍的な向上は、長距離移動が
求められる市場や、高性能EVセグメントにおいて決定的な優位性をもたらします。ま
た、発火リスクの排除は、公共交通機関や商業車両へのEV導入にも道を拓く可能性があ
ります。この動きは、中国や欧米の自動車メーカーやバッテリーサプライヤーの開発競
争をさらに激化させ、次世代バッテリー技術の進化を加速させる要因となることが確実
視されています。

元記事: https://www.topspeed.com/toyota-solid-state-battery-development-current-status/

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.topspeed.com/toyota-solid-state-battery-development-current-status/


#04 中国WELION、NIOのET7に360Wh/kgの半固体電池
供給で1,000km超航続距離実現、IPO準備も推進

概要

中国のバッテリーメーカーWELION New Energyは、NIOのET7セダンに搭載された150-

kWh半固体電池パックを通じて、1,000km（650マイル）を超える航続距離を実証しま
した。このバッテリーは、酸化物とポリマー複合システムを革新的な技術ルートと

し、「in-situ固化」複合電解質システムを核に開発された360Wh/kgの半固体電池セル
です。WELIONは現在、国内株式市場への上場に向けたIPO準備を進めており、EVバッ
テリー市場での存在感をさらに高めています。

公開日 2026年08月20日  TechInsights  中国



詳細

主要成果

中国のWELION New Energyは、NIOのET7セダンに搭載された150-kWhの半固体電池パ
ックによって、1回の充電で650マイル（約1,046km）の走行距離を達成する画期的な成
果を実証しました。これは、実用的な電気自動車（EV）の航続距離に対する懸念を大幅
に軽減するものです。同社の半固体電池セルは、360Wh/kgという高いエネルギー密度
を誇り、酸化物とポリマー複合システムを基盤とした革新的な「in-situ固化」複合電解
質技術が核となっています。

技術・臨床詳細

WELIONの半固体電池は、液体電解質と固形電解質のハイブリッドシステムを採用して
おり、液漏れリスクの低減とバッテリー寿命・性能の向上を両立させています。特に
「in-situ固化」技術は、セルケーシング内で液体電解質を安定した固体マトリックスに
化学的に変換することで、従来の液体リチウムイオンセルと純粋な全固体プラットフォ
ーム間のギャップを埋めることを目指しています。これにより、優れたイオン伝導性と
機械的安定性を兼ね備え、高温環境下でも安全かつ安定した動作を可能にしています。
同社は、2023年6月30日には360Wh/kgの半固体電池セルの量産出荷を初めて開始し、
NIO ET7モデルに適用されています。

背景・業界文脈

電気自動車市場では、航続距離と安全性の向上が喫緊の課題であり、全固体電池や半固
体電池はその解決策として期待されています。中国は、政府の強力な支援のもと、バッ
テリー技術開発の最前線に立っており、WELIONのような企業がその進化を牽引してい
ます。NIOとの提携は、WELIONの技術が実際のEVにおいて高性能を発揮することを証
明するものであり、同社の市場での信頼性を高めています。また、WELIONが国内株式
市場へのIPO（新規株式公開）準備を進めていることは、同社の技術と事業の将来性に
対する投資家の高い期待を反映しています。



今後の展望

WELIONの半固体電池技術は、EV、エネルギー貯蔵システム、および小型電力製品な
ど、幅広い用途において変革をもたらす可能性を秘めています。1,000kmを超える航続
距離と安全性の向上は、消費者のEV購入に対する障壁を低くし、市場の拡大をさらに加
速させるでしょう。IPOの成功は、同社の研究開発と生産能力へのさらなる投資を可能
にし、技術革新のペースを速めることになります。この技術は、バッテリー業界におけ
る重要な中間ステップとして、最終的な全固体電池の実用化への道を拓くものとして、
グローバル市場からの注目を集めています。

元記事: https://www.techinsights.com/blog/welions-semi-solid-state-batteries-transforming-evs-and-

small-power-products

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.techinsights.com/blog/welions-semi-solid-state-batteries-transforming-evs-and-small-power-products
https://www.techinsights.com/blog/welions-semi-solid-state-batteries-transforming-evs-and-small-power-products


#05 Ultralife社、高性能と耐久性を両立する新カテゴリー
一次リチウムハイブリッドセル「Electrochem HR
Series」を発表

概要

グローバルバッテリーメーカーのUltralife Corporationは、標準的な一次リチウムバッ

テリー技術の性能トレードオフを克服する新製品「Electrochem HR Seriesハイブリッ
ドセル」を発表しました。この新カテゴリーのバッテリーは、強化された電力性能と
優れた環境耐久性を両立させ、高性能と信頼性が求められる機器設計に新たな選択肢

を提供します。これにより、様々な産業用途でのバッテリー設計の柔軟性が向上しま
す。

公開日 2026年08月25日  Electronics for Engineers  アメリカ



詳細

主要成果

グローバルバッテリーメーカーであるUltralife Corporationは、既存の一次リチウムバッ
テリー技術が抱えていた中レートおよび高レート用途における性能のトレードオフを解
消する画期的な製品、「Electrochem HR Seriesハイブリッドセル」を発表しました。こ
の新しいバッテリーカテゴリーは、電力性能の大幅な向上と、同時に優れた環境耐久性
を実現することで、高性能と長期信頼性が不可欠な幅広い機器設計に新たな解決策を提
供します。

技術・臨床詳細

Electrochem HR Seriesハイブリッドセルは、独自の設計により、従来の一次リチウムバ
ッテリーでは困難であった高出力と耐久性の両立を可能にしました。具体的には、ピー
ク電力供給能力と安定したエネルギー供給を高いレベルで維持しつつ、広い温度範囲や
振動・衝撃といった過酷な環境条件下でもその性能を保持します。これは、産業用セン
サー、医療機器、セキュリティシステム、通信機器など、安定した電力供給と高い信頼
性が求められるアプリケーションにとって極めて重要な進歩です。このハイブリッドセ
ルは、特定の条件下での瞬間的な高電力要求と、全体的な長寿命化という相反する要件
を効率的に満たすことを目指しています。

背景・業界文脈

多くの産業用および特殊用途の機器では、小型化されながらも高出力と信頼性を兼ね備
えたバッテリーが常に求められています。従来の一次リチウムバッテリーは、エネルギ
ー密度は高いものの、高出力や極限環境下での性能維持には限界がありました。このた
め、設計者はしばしば電力性能と寿命、または環境耐久性との間で妥協を強いられてき
ました。UltralifeのHR Seriesは、この長年の課題に直接対処するものであり、特にミッ
ションクリティカルなアプリケーションにおけるバッテリーの設計自由度と性能基準を
向上させます。



今後の展望

Electrochem HR Seriesハイブリッドセルの導入は、一次リチウムバッテリー市場に新た
な競争領域を創出し、様々な産業機器の進化を加速させるでしょう。特に、IoTデバイ
ス、スマートユーティリティ、防衛・航空宇宙分野など、電力と耐久性の両方が不可欠
な分野での採用が期待されます。この技術は、デバイスの小型化、性能向上、そしてメ
ンテナンスコストの削減に貢献し、最終的にはより堅牢で信頼性の高いソリューション
を市場に提供することになります。Ultralifeのこの革新は、バッテリー技術の新たなベ
ンチマークを確立する可能性を秘めています。

元記事: https://efemag.co.uk/ultralife-announces-hr-series-hybrid-cell/

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://efemag.co.uk/ultralife-announces-hr-series-hybrid-cell/


#06 中国、全固体電池の世界標準化を主導：初の分類フレ
ームワークを確立しIECで国際標準開発を推進

概要

中国は、全固体電池の世界初の正式な分類フレームワークを確立する国家標準GB/T

43568-2026（Part 1は2026年7月1日施行）を発表し、この分野での国際的なリーダー
シップを発揮しています。さらに、IEC（国際電気標準会議）は2026年8月に中国の提

案を新たな作業項目として承認し、自動車用全固体電池の国際標準開発パイプライン
に正式に組み入れました。これにより、全固体電池技術のグローバルな採用と市場拡
大に向けた重要な基盤が築かれます。

公開日 2026年08月26日  Discovery Alert  中国



詳細

主要成果

中国は、全固体電池（SSB）技術の国際標準化において主導的な役割を果たし、世界で
初めてとなる正式なSSB分類フレームワークを確立する国家標準「GB/T 43568-2026」
を発表しました。この標準のPart 1は、既に2026年7月1日から施行されています。この
動きは、SSBの技術開発と市場展開において、中国がグローバルな規範を形成する意図
を明確にするものです。さらに、国際電気標準会議（IEC）も2026年8月、中国からの提
案を自動車用SSBの国際標準開発に向けた新たな作業項目として正式に承認しました。

技術・臨床詳細

中国国家標準GB/T 43568-2026は、全固体電池の異なるタイプ（例えば、固体電解質の
組成、製造方法、セル構造など）を体系的に分類し、それぞれの特性や性能評価のガイ
ドラインを提供します。これにより、研究開発、製造、品質管理の各段階での共通理解
と効率的なコミュニケーションが促進されます。IECによる国際標準開発の承認は、中
国が提案した分類フレームワークが、世界中の研究者、メーカー、規制当局にとっての
参照点となる可能性を示しています。国際標準の確立は、製品の互換性を保証し、技術
の普及を加速させる上で不可欠です。

背景・業界文脈

全固体電池は、電気自動車（EV）や大規模エネルギー貯蔵システムにとって極めて重要
な次世代バッテリー技術であり、その安全性、エネルギー密度、寿命の優位性から世界
中で開発競争が繰り広げられています。標準化は、新しい技術が市場に広く受け入れら
れるための鍵となります。中国は、EVおよびバッテリー産業において世界最大の市場と
生産能力を誇り、自国の技術的優位性を背景に、国際標準の設定において積極的に影響
力を行使しています。この動きは、グローバルなサプライチェーン全体に影響を与える
可能性があります。



今後の展望

中国がSSBの国家標準を確立し、IECでの国際標準開発を推進する動きは、今後の全固体
電池市場の形成に決定的な影響を与えるでしょう。国際標準が整備されることで、技術
の定義が明確になり、相互運用性が保証され、世界中の企業が安心してSSB技術を採
用・開発できるようになります。これは、EVや他の電力貯蔵アプリケーションにおける
SSBのグローバルな商用化を加速させ、技術革新をさらに促進するエコシステムを構築
します。投資家や産業界は、これらの標準化の動きがもたらす長期的な市場変化に注目
すべきです。

元記事: https://discoveryalert.com.au/china-solid-state-battery-standards-iec-global-industry/

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://discoveryalert.com.au/china-solid-state-battery-standards-iec-global-industry/


#07 中国・青海威祥科技、全固体電池向け硫化リチウム年
間3,000トン生産プロジェクトを2027年7月完成へ

概要

中国の青海威祥科技有限責任公司は、全固体電池の重要材料である硫化リチウムの年
間3,000トン生産プロジェクトを青海省で推進しており、2027年7月に完成予定です。
このプロジェクトは、全固体電池のサプライチェーンにおける硫化物系固体電解質の

安定供給を確保し、次世代バッテリーの商業化を加速させる上で極めて重要な基盤と
なります。大規模な材料生産能力の確保は、中国が全固体電池分野で主導的な地位を
確立するための戦略的投資の一環です。

公開日 2026年08月22日  Shanghai Metals Market  中国



詳細

主要成果

中国の青海威祥科技有限責任公司は、全固体電池（SSB）の中核材料である硫化リチウ
ムの生産能力を大幅に拡大するため、年間3,000トン規模の生産プロジェクトを青海省
で推進しています。このプロジェクトは、2026年8月10日に企業投資プロジェクトの申
請を完了し、2027年7月の完成を目指して進行中です。これは、硫化物系固体電解質の
安定供給を確保し、全固体電池の商業化に向けたサプライチェーンのボトルネックを解
消するための極めて重要なステップとなります。

技術・臨床詳細

硫化リチウム（Li₂S）は、高いイオン伝導率と優れた化学的安定性を持つ硫化物系固体
電解質の主要な前駆体材料です。硫化物系固体電解質は、既存の液体電解質が凍結した
り、その機能が鈍化するような低温環境下でも高いイオン伝導率を維持できるという特
性があり、パックレベルでの熱管理を簡素化できる利点があります。青海威祥科技のこ
の大規模プロジェクトは、単に材料を供給するだけでなく、SSB全体の性能向上とコス
ト削減に寄与する可能性を秘めています。年間3,000トンという生産量は、来るべき全
固体電池の本格的な量産時代を見据えたものと評価されます。

背景・業界文脈

全固体電池の開発競争が世界中で激化する中、高性能な固体電解質材料の安定供給は、
その商業化の成否を分ける鍵となります。特に中国は、EVおよびバッテリー産業におけ
るグローバルリーダーとしての地位を維持するため、材料からセル、パックに至るま
で、サプライチェーン全体の強化に注力しています。この硫化リチウム生産プロジェク
トは、国内での重要材料の自給自足を促進し、外部からの供給リスクを低減する戦略的
意義を持っています。これは、他国が全固体電池開発で後れを取っている間に、中国が
先行して基盤を固める動きとも見ることができます。



今後の展望

2027年7月の生産ライン完成は、中国の全固体電池サプライチェーンにおける重要なマ
イルストーンとなるでしょう。大規模な硫化リチウムの供給能力は、中国国内のバッテ
リーメーカーが硫化物系全固体電池の研究開発と量産を加速させる強力な後押しとなり
ます。これにより、より高性能で安全なEVバッテリーの市場投入が早まり、中国が次世
代バッテリー技術分野での世界的リーダーとしての地位をさらに盤石にする可能性があ
ります。投資家や関連産業は、この材料供給能力の拡大が、今後の全固体電池のコスト
構造や市場展開に与える影響を注視する必要があります。

元記事: https://news.metal.com/en/newscontent/104073984-solid-state-battery-qinghais-3000-mt-per-

year-lithium-sulfide-project-completed-filing

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://news.metal.com/en/newscontent/104073984-solid-state-battery-qinghais-3000-mt-per-year-lithium-sulfide-project-completed-filing
https://news.metal.com/en/newscontent/104073984-solid-state-battery-qinghais-3000-mt-per-year-lithium-sulfide-project-completed-filing


#08 産業用全固体電池技術の実装ガイド：リチウムデンド
ライト抑制と低温性能の優位性を解説

概要

本記事は、産業用製造業における全固体電池（SSB）技術の実装に関する包括的なガイ
ドの概要を紹介します。全固体電池は、固体電解質がリチウムデンドライトの物理的
な浸透を効果的にブロックし、リチウム金属アノードの使用を可能にすることで、安

全性と性能を大幅に向上させます。特に硫化物系電解質は、低温環境下でも高いイオ
ン伝導率を維持できるため、バッテリーパックの熱管理を簡素化できる優位性を持っ
ています。

公開日 2026年08月24日  EIN Presswire  アメリカ



詳細

主要成果

全固体電池（SSB）は、従来の液体電解質リチウムイオン電池に比べて安全性と性能に
おいて根本的な改善をもたらします。その最大の利点は、固体電解質がリチウム金属ア
ノード上に形成されるデンドライトの物理的な浸透を効果的にブロックできる点にあり
ます。これにより、内部短絡やそれに伴う発火のリスクが大幅に低減され、バッテリー
の寿命と信頼性が向上します。特に産業用途においては、この安全性の向上が運用の柔
軟性と適用範囲を広げます。

技術・臨床詳細

全固体電池の中核をなすのは、液体電解質を代替する固体の電解質材料です。硫化物系
電解質は、その中でも特に有望視されており、高いイオン伝導率を特徴としています。
この種の電解質は、従来の液系電解質が凍結したり性能が著しく低下するような低温環
境下でも、その優れたイオン伝導率を維持することができます。これにより、バッテリ
ーパックレベルでの複雑な熱管理システムを簡素化できるため、バッテリーシステムの
全体的な設計とコスト削減に寄与します。また、固形であるため、電解液漏れの心配が
なく、衝撃や振動に対する耐性も高まります。

背景・業界文脈

電気自動車（EV）、再生可能エネルギー貯蔵、および様々なポータブル電子機器の需要
増加に伴い、より安全で高性能なバッテリー技術へのニーズが高まっています。リチウ
ムイオン電池は広く普及していますが、特に大型化するEV向けには、安全性とエネルギ
ー密度の両面でさらなる進化が求められています。全固体電池は、これらの課題に対す
る究極的な解決策として期待されており、産業界全体でその研究開発と実用化に向けた
投資が加速しています。本ガイドは、製造業者がこの革新的な技術をどのように実装で
きるかについての理解を深めることを目的としています。



今後の展望

全固体電池技術の普及は、製造業におけるエネルギー貯蔵ソリューションに大きな変革
をもたらすでしょう。安全性と低温性能の向上は、厳しい環境条件下での使用が求めら
れる産業機械、ロボット、ドローンなどの分野で特に重要な意味を持ちます。熱管理の
簡素化は、バッテリーパックの小型軽量化とコスト効率の向上に繋がり、より幅広いア
プリケーションへのSSBの導入を促進します。今後は、材料コストの削減、製造プロセ
スのスケールアップ、および長期的な信頼性データの蓄積が、SSBの本格的な産業実装
を左右する主要な要因となるでしょう。

元記事: https://www.einpresswire.com/article/936502973/a-complete-guide-to-implementing-industrial-

solid-state-battery-technology-in-manufacturing

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.einpresswire.com/article/936502973/a-complete-guide-to-implementing-industrial-solid-state-battery-technology-in-manufacturing
https://www.einpresswire.com/article/936502973/a-complete-guide-to-implementing-industrial-solid-state-battery-technology-in-manufacturing


#09 米国、2026年にユーティリティスケールバッテリー
容量が前年比60%増の24,000MWに達する見込み

概要

米国では、2026年に新しいユーティリティスケールバッテリー容量が24,000MWに達
する見込みで、これは前年比で60%もの大幅な増加となります。この急増は、再生可
能エネルギー源からの断続的な電力供給を安定させるためのエネルギー貯蔵ソリュー

ションに対する強い需要を反映しています。この大規模な展開は、米国の電力網の近
代化と脱炭素化に向けた重要な進展を示しています。

公開日 2026年08月26日  Project Finance NewsWire  アメリカ



詳細

主要成果

米国では、2026年に設置される新しいユーティリティスケールバッテリー容量が
24,000MWに達する見込みであり、これは前年比で実に60%という驚異的な増加となり
ます。この大規模な成長は、電力網の安定化と、再生可能エネルギー源からの断続的な
電力供給を効果的に管理するためのエネルギー貯蔵ソリューションに対する、国内にお
ける喫緊の需要を浮き彫りにしています。

技術・臨床詳細

ユーティリティスケールバッテリーは、太陽光や風力といった再生可能エネルギーの導
入を加速させる上で不可欠なインフラです。これらのバッテリーシステムは、発電と需
要の間のミスマッチを吸収し、送電網の安定性を維持するためのピークシフト、周波数
調整、送電容量の最適化などのグリッドサービスを提供します。特に、全固体電池など
の次世代バッテリー技術が開発されれば、これらのシステムはさらに効率的かつ安全に
なり、より長期的なエネルギー貯蔵ソリューションを提供できるようになるでしょう。
24,000MWという容量は、数百万世帯に数時間電力を供給できる規模に相当し、グリッ
ドのレジリエンスを大幅に向上させます。

背景・業界文脈

米国のエネルギーインフラは、脱炭素化と再生可能エネルギーへの移行という大きな転
換期にあります。連邦政府の政策支援、技術革新、そして再生可能エネルギー発電コス
トの低下が、バッテリー貯蔵システムの急速な導入を後押ししています。この「バッテ
リーゴールドラッシュ」とも言える状況は、気候変動対策とエネルギー自給自足の追求
という二重の目標によって推進されています。大規模バッテリープロジェクトへの投資
は、送電網の信頼性を高めるだけでなく、新たな雇用を創出し、経済成長を促進する効
果も期待されています。



今後の展望

2026年の大幅なバッテリー容量増加は、米国のクリーンエネルギー目標達成に向けた重
要な一歩となります。今後もこのトレンドは続き、バッテリー技術のさらなる進化、特
に長寿命で低コストの全固体電池の実用化が、ユーティリティスケール貯蔵の経済性と
適用範囲をさらに拡大させるでしょう。政策立案者、投資家、技術開発者は、この急成
長する市場の動向を注視し、将来の電力グリッドの構築においてバッテリー貯蔵が果た
す役割の増大に対応する必要があります。これにより、より安定し、持続可能で、強靭
なエネルギーシステムが実現されることが期待されます。

元記事: https://www.projectfinance.law/publications/battery-gold-rush

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.projectfinance.law/publications/battery-gold-rush


#10 Geely、500Wh/kg級全固体電池の実車検証を開始、
2027年EVパイロット導入へ

概要

中国の自動車大手Geely Autoは、500 Wh/kgのエネルギー密度を持つ次世代全固体電
池の実車検証を2026年から開始し、2027年には主要EVモデルへのパイロット導入を目
指します。この電池は1回の充電で1,000km以上の走行距離と最大100万kmの電池寿命

を目標としており、Dow Chemical社との材料協力も進んでいます。この動きは、高性
能EVの実現に向けた全固体電池の実用化競争を加速させるものです。

公開日 2026年08月21日  DigitalToday  韓国



詳細

主要成果

中国の自動車メーカーGeely Autoは、エネルギー密度500 Wh/kgを誇る次世代全固体電
池の実車検証を2026年から本格的に開始し、2027年には同社の主要EVブランドへのパ
イロット導入を目指すと発表しました。この革新的な電池は、電気自動車の航続距離を
1,000km以上に大幅に延長し、最大100万kmという驚異的な電池寿命を実現することを
目指しています。既にDow Chemical社との材料協力も進められており、量産化への準
備が着々と進行しています。

技術・臨床詳細

Geelyが開発中の全固体電池は、従来の液系リチウムイオン電池と比較して大幅に高い
エネルギー密度を特徴とし、EVの性能を飛躍的に向上させる可能性を秘めています。
500 Wh/kgという数値は、現在の主流である液系電池の約2倍に相当し、より小型・軽
量で大容量の電池パックを実現できます。これにより、車両設計の自由度が高まるだけ
でなく、バッテリー起因の火災リスクも大幅に低減されると期待されています。Geely

は、この技術を自社グループ内の複数のブランドに展開する計画で、これによりEV市場
における競争優位性を確立することを目指しています。

背景・業界文脈

全固体電池は、次世代電池技術の最有力候補として世界中で研究開発が進められていま
す。従来の液系リチウムイオン電池は、電解液の可燃性やデンドライト形成による短絡
リスクといった安全上の課題を抱えていました。全固体電池は、これらを解決し、安全
性、エネルギー密度、サイクル寿命の全てにおいて優位性を持つとされています。
Geelyの今回の発表は、中国のEVメーカーが全固体電池の実用化において世界をリード
する可能性を示しており、日本のトヨタや韓国のサムスンSDIといった先行企業との競
争が激化することは必至です。



今後の展望

Geelyの全固体電池が2027年にEVへのパイロット導入に成功すれば、EV市場のランドス
ケープは大きく変わる可能性があります。長距離走行が当たり前となり、充電インフラ
への依存度も低下することで、電気自動車の普及に弾みがつくでしょう。しかし、全固
体電池の量産には、コスト、生産性、耐久性といった様々な課題が残されており、
Geelyがこれらの課題をどのように克服し、本格的な商用化へとつなげるのかが注目さ
れます。自動車業界全体にとって、この技術の動向は極めて重要であり、今後の進展が
期待されます。

元記事: https://www.digitaltoday.co.kr/en/view/95195/geely-validates-500-wh-kg-solid-state-battery-in-

road-tests-plans-pilot-use-in-2027

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.digitaltoday.co.kr/en/view/95195/geely-validates-500-wh-kg-solid-state-battery-in-road-tests-plans-pilot-use-in-2027
https://www.digitaltoday.co.kr/en/view/95195/geely-validates-500-wh-kg-solid-state-battery-in-road-tests-plans-pilot-use-in-2027


#11 中国主要電池メーカーが全固体電池の2027年試験生
産目標を掲げ、BYD・CATLと競争激化

概要

中国の複数のバッテリーメーカーが、2027年の全固体電池の試験生産と検証を目指
し、競争が激化しています。Dreame Technologyは、450 Wh/kgの「Galaxy Crystal」
セルを2026年に少量出荷し、2027年に商用生産を開始する最も積極的な計画を発表し

ました。Farasis EnergyとEVE Energyも、硫化物系全固体電池の開発でそれぞれ2027年
と2026年の目標を設定しており、この分野での技術革新と市場投入が加速していま
す。

公開日 2026年08月20日  Car News China  中国



詳細

主要成果

中国の複数の主要バッテリーメーカーが、2027年を目標に全固体電池の試験生産と本格
的な検証を進めていることが明らかになりました。特に、Dreame Technologyは最大
450 Wh/kgのエネルギー密度を持つ「Galaxy Crystal」セルの少量出荷を2026年に開始
し、2027年には商用生産に移行するという具体的な計画を表明しています。これは、
BYDやCATLといった大手企業に加えて、より多くのプレーヤーが全固体電池の実用化競
争に参入していることを示しており、市場の発展を大きく加速させる要因となります。

技術・臨床詳細

Dreame Technologyの「Galaxy Crystal」セルは、450 Wh/kgという高エネルギー密度を
特徴としており、従来の液系リチウムイオン電池と比較してEVの航続距離を大幅に向上
させることが期待されます。同社は、2026年には年間1 GWhの生産能力を持つパイロッ
トラインを立ち上げ、初期段階の少量生産を行う計画です。一方、Farasis EnergyとEVE

Energyは、硫化物系全固体電池の開発に注力しており、Farasisは2027年の試験生産、
EVE Energyは2026年のサンプル提供を目指しています。硫化物系は高いイオン伝導性が
期待される一方で、製造の難易度や空気安定性といった課題があります。これらのメー
カーは、材料技術と製造プロセスの両面で革新を進めることで、これらの課題克服に取
り組んでいます。

背景・業界文脈

全固体電池は、既存のリチウムイオン電池の限界を超える次世代技術として注目されて
います。液体の電解質を固体に置き換えることで、発火リスクの低減、エネルギー密度
の向上、長寿命化、そして急速充電性能の改善が期待されます。中国政府は、EV産業の
発展を国家戦略として位置づけており、全固体電池技術の研究開発にも多大な投資を行
っています。今回の複数企業による具体的な生産目標の発表は、中国が全固体電池の実
用化競争において主導的な役割を果たそうとしている強い意志を示しています。これに
より、グローバルなバッテリーサプライチェーンにおける中国の影響力はさらに増大す
るでしょう。



今後の展望

2027年に向けて中国企業による全固体電池の試験生産が実現すれば、電気自動車の性能
は劇的に向上し、より広範な消費者にEVが普及する可能性が高まります。特に、航続距
離の「不安」が解消されることで、EV市場の成長に新たな段階が訪れるかもしれませ
ん。しかし、試験生産から大規模な商用生産への移行には、コスト削減、品質管理、サ
プライチェーンの確立など、依然として多くの課題が残されています。これらの課題を
いかに迅速かつ効率的に解決できるかが、各社の市場競争力を左右する鍵となるでしょ
う。グローバルな自動車産業およびバッテリー産業における、中国企業の動向は引き続
き重要な注目点です。

元記事: https://carnewschina.com/2026/08/20/chinas-battery-makers-target-2027-solid-state-cell-trial-

production-alongside-byd-catl-geely/

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://carnewschina.com/2026/08/20/chinas-battery-makers-target-2027-solid-state-cell-trial-production-alongside-byd-catl-geely/
https://carnewschina.com/2026/08/20/chinas-battery-makers-target-2027-solid-state-cell-trial-production-alongside-byd-catl-geely/


#12 中国主導で全固体電池の国際標準がIECで承認、
500Wh/kg時代の到来を告げる

概要

中国が主導した世界初の全固体電池に関する国際標準がIECで承認され、業界に統一さ
れた技術基準が確立されました。同時に、Saike Powerが数億元の資金調達を完了し、
硫化物電解質、高安全性セル、パイロット生産ラインの拡大、および材料システムの

研究開発を加速させると発表しました。さらに、GaoNeng ShuZaoの20Ah硫化物セル
が釘刺し試験に合格し、発火・爆発がないことを実証、全固体電池の安全性向上に貢
献しています。

公開日 2026年08月28日  Shanghai Metals Market (SMM)  中国



詳細

主要成果

中国が主導し、世界で初めて全固体電池に関する国際標準が国際電気標準会議（IEC）
で承認されました。この画期的な出来事は、全固体電池の設計、製造、評価におけるグ
ローバルな統一基準を確立し、製品開発と国際貿易を加速させるものとして注目されま
す。また、中国国内では、Saike Powerが硫化物電解質、高安全性セル、全固体電池パ
イロット生産ラインの拡大、および材料システムの研究開発を目的とした数億元の資金
調達を成功させました。さらに、GaoNeng ShuZaoの20Ah硫化物全固体セルが厳格な釘
刺し試験をクリアし、発火や爆発が一切ないことを実証しました。

技術・臨床詳細

IECによって承認された国際標準は、全固体電池の性能評価方法、安全性要件、インタ
ーフェース設計など、多岐にわたる側面をカバーします。これにより、メーカーは統一
された基準に基づいて製品を開発・テストできるようになり、消費者にとっては製品の
信頼性と安全性が向上します。Saike Powerの資金調達は、硫化物系全固体電池技術の
商業化に向けた重要なステップです。硫化物固体電解質は、高いイオン伝導性を持つ一
方で、空気中での安定性や製造コストに課題がありますが、同社はこれらの克服を目指
しています。GaoNeng ShuZaoの釘刺し試験の成功は、硫化物系全固体電池の固有の安
全性の高さを具体的に示すものであり、実用化への大きな障壁の一つを取り除いた形で
す。

背景・業界文脈

全固体電池は、従来の液系リチウムイオン電池が抱える安全性、エネルギー密度、サイ
クル寿命の限界を克服する次世代電池として、世界中の自動車メーカーやバッテリー企
業が開発競争を繰り広げています。中国は、電気自動車（EV）市場の規模と、バッテリ
ー技術への大規模な国家投資により、この分野での主導権を確立しようとしています。
国際標準の制定は、技術の普及と成熟を促す上で不可欠な要素であり、中国がこのプロ
セスを主導したことは、同国のバッテリー産業における影響力の増大を象徴していま
す。安全性への懸念はEV普及の大きな課題の一つであり、GaoNeng ShuZaoのような具
体的な安全性の実証は、消費者の信頼獲得に直結します。



今後の展望

IECによる全固体電池の国際標準承認は、500 Wh/kg級の高性能全固体電池が「夢」で
はなく「現実」となる時代へのカウントダウンを開始したと解釈できます。統一された
基準は、研究開発を効率化し、サプライチェーンの構築を容易にし、最終的には量産化
とコストダウンに寄与するでしょう。Saike Powerのような企業の資金調達は、技術開
発を加速させ、GaoNeng ShuZaoの安全試験成功は、この技術に対する市場の信頼を高
めます。今後、これらの進展が、電気自動車、再生可能エネルギー貯蔵、ポータブルデ
バイスなど、多岐にわたるアプリケーションにおける全固体電池の普及をどのように加
速させるか、国際的な注目が集まります。

元記事: https://news.metal.com/en/newscontent/104085918-solid-state-battery-weekly-global-

standards-set-by-china-countdown-to-the-500whkg-era

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://news.metal.com/en/newscontent/104085918-solid-state-battery-weekly-global-standards-set-by-china-countdown-to-the-500whkg-era
https://news.metal.com/en/newscontent/104085918-solid-state-battery-weekly-global-standards-set-by-china-countdown-to-the-500whkg-era


#13 サムスンSDIとフォルクスワーゲン、全固体電池の
2027年量産に向け開発加速

概要

サムスンSDIは、BMWとの協業を通じて酸化物系全固体電池のパイロット生産ライン
を稼働させ、2027年の量産開始を目指しています。一方、フォルクスワーゲン・グル
ープ傘下のPowerCoはQuantumScapeと提携し、純銅集電体、固体セラミックセパレー

ター、液体カソライトを特徴とする新型セル設計を開発中です。業界では、全固体電
池の本格的な普及はまだ先であり、半固体電池が先行するとの見方が広がっていま
す。

公開日 2026年08月20日  SoylentNews  アメリカ



詳細

主要成果

サムスンSDIは、ドイツのBMWと協力し、高ニッケル正極を採用した酸化物系全固体ア
ノードレス/リチウム金属電池の開発を加速しており、2027年の量産開始を目標にパイ
ロット生産ラインを既に稼働させています。これと並行して、フォルクスワーゲン・グ
ループのバッテリー部門であるPowerCoは、米国のQuantumScapeとの戦略的提携を通
じて、純銅集電体、固体セラミックセパレーター、そして独自の液体カソライトを組み
合わせた新型セル設計の開発を進めています。しかし、業界全体のコンセンサスとして
は、全固体電池の広範な商業化はまだ数年先であり、その前に半固体電池が市場に普及
する可能性が高いとの見方が示されています。

技術・臨床詳細

サムスンSDIのアプローチは、アノードレス設計と高ニッケルカソードを組み合わせる
ことで、エネルギー密度の最大化を図っています。酸化物系固体電解質は、硫化物系に
比べて安定性が高く、比較的製造しやすいという利点があります。一方、PowerCoと
QuantumScapeの共同開発では、純銅集電体と固体セラミックセパレーターが、デンド
ライト形成の抑制と内部短絡リスクの低減に寄与します。注目すべきは、彼らのセル設
計が「液体カソライト」を使用している点です。これは厳密な意味での「全」固体では
ない可能性を示唆しており、高エネルギー密度と安全性を両立させつつ、既存技術から
の移行をより円滑にするためのハイブリッドアプローチと見られます。

背景・業界文脈

電気自動車（EV）市場の成長に伴い、より安全で高性能なバッテリーへの需要が高まっ
ています。全固体電池は、既存のリチウムイオン電池の電解液が持つ可燃性リスクやエ
ネルギー密度の上限といった課題を解決する究極のソリューションとして期待されてき
ました。BMWやフォルクスワーゲンといった欧州の自動車メーカーが、主要なバッテ
リーサプライヤーと提携して全固体電池の開発に注力しているのは、将来のEV市場にお
ける競争力を確保するためです。特に、サムスンSDIは、全固体電池を自社の「ゲーム
チェンジャー」技術と位置づけ、市場投入を加速しようとしています。しかし、コス
ト、スケーラビリティ、そして長期的な耐久性の問題が依然として存在し、半固体電池
がその間の橋渡し役を果たすという見方も有力です。



今後の展望

サムスンSDIとPowerCo/QuantumScapeの取り組みは、全固体電池技術の商業化に向け
た多様なアプローチを示しています。2027年という量産目標は、技術的な進歩が着実に
進行していることを示唆していますが、市場への本格的な浸透にはさらなる時間と努力
が必要です。特に、製造コストの低減と信頼性の確保は、大量導入における決定的な要
因となります。半固体電池の先行普及は、全固体電池技術が成熟するまでの間、EVの性
能と安全性を段階的に向上させる役割を担うでしょう。今後数年間は、これらの技術が
どのように進化し、市場に受け入れられていくか、業界全体が注視する重要な局面とな
るでしょう。

元記事: https://soylentnews.org/article.pl?sid=26/08/19/0352227

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://soylentnews.org/article.pl?sid=26/08/19/0352227


#14 TDK、酸化物系全固体電解質を採用した多層セラミッ
クチップ電池を発表、安全性と小型化を両立

概要

TDKは、酸化物系全固体電解質を使用した多層セラミックチップ電池を発表し、可燃
性電解液の排除により安全性を大幅に向上させました。この技術は、従来の液系リチ
ウムイオン電池が抱える安全リスクを克服し、コンシューマーエレクトロニクスから

電気自動車まで幅広いアプリケーションに適用可能です。高度な材料と製造プロセス
を活用することで、全固体電池の量産化に向けた拡張性の高いソリューションを提供
すると期待されています。

公開日 2026年08月20日  TechInsights  カナダ



詳細

主要成果

TDKは、酸化物系全固体電解質を基盤とした画期的な多層セラミックチップ電池技術を
発表しました。この技術の最大の成果は、従来の液体電解質を排除することで、可燃性
電解液に起因する安全上のリスクを根絶した点にあります。この進歩は、バッテリーの
安全性と信頼性を飛躍的に向上させ、コンシューマーエレクトロニクスや電気自動車
（EV）など、幅広い分野での革新的なアプリケーションへの道を開くものです。

技術・臨床詳細

TDKの多層セラミックチップ電池は、酸化物系の固体電解質を採用しており、これは高
いイオン伝導性と化学的安定性を兼ね備えています。セラミック材料を用いることで、
デンドライトの形成を物理的に抑制し、内部短絡のリスクを低減します。この技術は、
小型化と高信頼性を両立させることが可能であり、特にスペースが限られるウェアラブ
ルデバイスやIoTデバイスでの利用に適しています。また、多層構造により、高いエネ
ルギー密度を維持しつつ、堅牢なパッケージングを実現しています。従来の液系電池の
製造プロセスから、この全固体技術への移行を円滑にするための高度な製造技術も開発
されており、量産化への課題解決に貢献します。

背景・業界文脈

今日のバッテリー市場では、エネルギー密度の向上だけでなく、安全性の確保が喫緊の
課題となっています。特にEV市場の拡大に伴い、バッテリー火災のリスクは消費者にと
って大きな懸念事項です。全固体電池は、この安全性の課題を根本的に解決する次世代
技術として期待されており、世界中の企業が開発競争を繰り広げています。TDKは、電
子部品分野における長年の材料技術と製造ノウハウを活かし、特に酸化物系固体電解質
に強みを持っています。この分野での同社の実績と新たな発表は、全固体電池の実用化
に向けた重要な進展として、業界から注目されています。



今後の展望

TDKの多層セラミックチップ電池は、安全性と性能を両立させることで、ポータブルデ
バイスの長時間稼働やEVの信頼性向上に大きく貢献する可能性を秘めています。この技
術がさらに成熟し、コスト効率の高い量産体制が確立されれば、市場に与える影響は計
り知れません。将来的には、より高容量で大型のバッテリーパックへの応用も視野に入
れられており、エネルギー貯蔵システムなどへの展開も期待されます。この革新的な技
術が、バッテリー業界全体の安全性基準を引き上げ、持続可能な社会の実現にどのよう
に貢献していくか、今後の動向が注目されます。

元記事: https://www.techinsights.com/blog/tdk-multilayer-ceramic-chip-battery-solid-state-battery-

technology-power-future

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.techinsights.com/blog/tdk-multilayer-ceramic-chip-battery-solid-state-battery-technology-power-future
https://www.techinsights.com/blog/tdk-multilayer-ceramic-chip-battery-solid-state-battery-technology-power-future


#15 Geely、500Wh/kg全固体電池のEVパイロット導入を
2027年に設定、Volvoへの展開も視野

概要

Geely Holdingは、エネルギー密度500 Wh/kgの全固体電池を2027年から自社ブランド
の電気自動車にパイロット導入する計画を着実に進めています。この電池は、1回の充
電で1,000kmを超える航続距離と100万km以上の設計寿命を目標としており、特に

Volvoブランドへの技術展開も視野に入れています。Geelyは、2026年末までに最初の
生産パックを完成させ、車両への搭載検証を行うという以前の発表に沿って開発を進
めています。

公開日 2026年08月24日  GlobalChinaEV  中国



詳細

主要成果

中国の自動車大手Geely Holdingは、最大500 Wh/kgのエネルギー密度を持つ全固体電池
のパイロット導入を、2027年から傘下の電気自動車ブランドで開始する準備を進めてい
ると発表しました。この次世代電池は、1,000kmを超える航続距離と、100万km以上の
設計寿命という野心的な目標を掲げています。さらに、Geelyは、この革新的なバッテ
リー技術を、傘下の高級ブランドであるVolvoにも展開することを検討しており、高性
能EV市場での競争優位性を確立しようとしています。

技術・臨床詳細

Geelyが開発中の全固体電池は、現在のリチウムイオン電池の約2倍にあたる500 Wh/kg

という高いエネルギー密度を実現することで、EVの航続距離を大幅に延長します。これ
により、従来のEVが抱えていた航続距離への懸念を解消し、より実用的な長距離移動を
可能にします。また、全固体電池は液体の電解質を含まないため、熱暴走や発火のリス
クが極めて低いという安全性上の大きなメリットがあります。Geelyのロードマップに
よれば、2026年末までに最初の生産パックが完成し、実車での検証が行われる予定であ
り、これまでの研究開発が具体的な製品へと結実する段階に入っています。

背景・業界文脈

電気自動車市場は急速に拡大しており、バッテリー技術の進化がその成長の鍵を握って
います。特に、エネルギー密度、安全性、充電速度、寿命といった性能指標の向上は、
消費者のEV選択に大きく影響します。全固体電池は、これらの課題を包括的に解決する
可能性を秘めた「ゲームチェンジャー」技術として、世界中の自動車メーカーやバッテ
リー企業が熾烈な開発競争を繰り広げています。Geelyのような中国の大手自動車グル
ープが、自社で全固体電池技術の開発と導入を進めることは、バッテリー供給の安定性
確保と技術の垂直統合を目指す動きの一環であり、グローバルなEV市場における中国の
存在感を一層高めるものです。



今後の展望

Geelyが2027年に500 Wh/kg級の全固体電池をEVにパイロット導入する計画は、電気自
動車の性能を大きく引き上げ、市場の期待を刺激するものです。Volvoブランドへの展
開が実現すれば、高級EVセグメントにおいても全固体電池が標準技術となる可能性を示
唆しています。しかし、パイロット導入から大規模な量産、そしてコスト競争力の確立
には、まだ多くの課題が残されています。製造プロセスの複雑性、材料の安定供給、そ
して既存の液系バッテリーとのコスト差をいかに埋めるかが、今後の成功を左右するで
しょう。Geelyの取り組みは、EVの未来を形作る上で極めて重要な意味を持ち、その進
捗は業界全体に大きな影響を与えることが予想されます。

元記事: https://www.globalchinaev.com/post/geely-to-pilot-500-whkg-solid-state-ev-batteries-in-2027-

eyes-volvo

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.globalchinaev.com/post/geely-to-pilot-500-whkg-solid-state-ev-batteries-in-2027-eyes-volvo
https://www.globalchinaev.com/post/geely-to-pilot-500-whkg-solid-state-ev-batteries-in-2027-eyes-volvo


#16 QuantumScape、CTOが株式4万株以上を売却：税務
義務履行が目的

概要

QuantumScape Corpの最高技術責任者（CTO）であるTimothy Holme氏が、2026年8月
19日にRule 10b5-1取引計画に基づき、計41,876株のClass A株式を売却しました。この
売却は、税務上の義務を履行するために計画的に行われたものであり、Holme氏は引

き続き同社のかなりの数の株式を保有しています。この取引は、インサイダー取引規
制に則った通常の行為です。

公開日 2026年08月20日  Stock Titan  アメリカ



詳細

主要成果

QuantumScape Corpの最高技術責任者（CTO）、Timothy Holme氏が2026年8月19日付
で、合計41,876株のClass A普通株式を売却したことが、SECへの提出書類で明らかにな
りました。この売却は、事前に設定されたRule 10b5-1取引計画に従って実行されたも
のです。売却された株式の内訳は、Class B株式からClass A株式に転換された21,531株
と、Holme氏が直接保有していた20,345株のClass A株式です。

技術・臨床詳細

（このインサイダー取引報告には、技術的な詳細や臨床試験の結果は含まれていませ
ん。）

背景・業界文脈

Rule 10b5-1取引計画は、企業のインサイダーが未公開の重要情報に基づいて取引を行
うことを防ぐために、事前に取引スケジュールを設定することを目的としたものです。
今回のHolme氏の株式売却も、この計画に基づき、税務上の義務を履行するために行わ
れたと説明されています。インサイダーによる株式売却は、市場参加者にとって企業の
健全性や将来性に関するシグナルとして注目されることがありますが、本件は税務義務
という特定の目的によるものであり、Holme氏が引き続き相当数の株式を保有している
ことから、同社の技術開発や事業見通しに対する信頼が損なわれたものではないと解釈
されます。

今後の展望

QuantumScapeは全固体電池の開発における主要なプレーヤーであり、その技術的進展
は電気自動車業界に大きな影響を与える可能性があります。経営幹部による株式取引
は、短期的な市場の憶測を呼ぶことがありますが、Rule 10b5-1計画に基づく取引は、
通常の事業運営の一部として理解されるべきです。投資家は、個別のインサイダー取引
よりも、同社の技術開発の進捗、量産化へのロードマップ、主要なパートナーシップの
動向といった本質的な情報に注目することが重要です。

元記事: https://www.stocktitan.net/sec-filings/QS/form-4-quantum-scape-corp-insider-trading-activity-

https://www.stocktitan.net/sec-filings/QS/form-4-quantum-scape-corp-insider-trading-activity-beb8daffe309.html


beb8daffe309.html

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.stocktitan.net/sec-filings/QS/form-4-quantum-scape-corp-insider-trading-activity-beb8daffe309.html


#17 グラフェン活用で全固体電池製造の新特許公開：安全
性・小型化・生産効率を追求

概要

グラフェン、硫黄、リンを含む正極、シリコンとリチウムを含む負極、そしてイオン
伝導性材料を用いたセパレーターを組み立てる、液体電解質層を含まない全固体電池
の製造方法に関する新特許が公開されました。この革新的な特許は、次世代の電池工

場における製造プロセスを簡素化し、より安全で小型、かつ製造が容易な高性能電池
の実現を目指しています。材料技術と構造設計の進歩により、全固体電池の実用化を
加速させる可能性を秘めています。

公開日 2026年08月20日  Justia Patents  アメリカ



詳細

主要成果

液体電解質層を完全に排除した全固体電池の新たな製造方法に関する特許が公開されま
した。この特許技術は、グラフェン、硫黄、リンを含む特定の正極材料、銅集電体上に
堆積されたシリコンとリチウムを含む負極材料、そしてイオン伝導性材料と溶媒を含む
セパレーター層を組み合わせて組み立てることを特徴としています。この製法は、次世
代の電池生産工場における製造プロセスを大幅に簡素化し、安全性が高く、小型で、か
つ製造が容易な高性能全固体電池の実現を目指すものです。

技術・臨床詳細

この特許の核心は、グラフェン、硫黄、リンといった材料を正極に組み込むことで、高
いエネルギー密度と優れたサイクル安定性を達成しようとする点にあります。グラフェ
ンはその高い電気伝導性と機械的強度により、電池性能の向上に貢献します。負極に
は、高容量が期待されるシリコンとリチウムが用いられ、これは次世代電池のエネルギ
ー密度向上に不可欠な要素です。最も重要なのは、液体電解質を完全に排除し、イオン
伝導性材料を用いた固体セパレーターを採用している点です。これにより、従来の液系
電池の課題であった熱暴走やデンドライト形成のリスクを根本的に解消し、電池の安全
性と長寿命化に寄与します。また、液体電解質の注入工程が不要になることで、製造プ
ロセスが簡素化され、生産効率の向上が期待されます。

背景・業界文脈

全固体電池は、電気自動車（EV）やポータブル電子機器、定置用蓄電池など、幅広い分
野で次世代のエネルギー貯蔵デバイスとして期待されています。従来の液系リチウムイ
オン電池は、電解液の可燃性やデンドライト形成による短絡といった安全上の課題を抱
えており、これがEV普及の大きな障壁の一つとなっています。この特許は、これらの課
題を解決し、さらに製造プロセスの効率化を目指すものであり、全固体電池の実用化に
向けた重要なステップとなります。特に、グラフェンといった先端材料の活用は、既存
技術の限界を突破し、性能向上と製造コスト削減の両立を目指す業界のトレンドを反映
しています。



今後の展望

この特許技術が実用化されれば、全固体電池の製造コストを低減し、生産効率を向上さ
せることで、市場への普及を加速させる可能性があります。安全性の向上は、電気自動
車の消費者にとって大きな魅力となり、EV市場のさらなる成長を後押しするでしょう。
また、小型化と高エネルギー密度は、ウェアラブルデバイスやIoTデバイスの発展にも
貢献します。しかし、特許技術が実際に商業生産に適用されるまでには、材料のスケー
ルアップ、製造プロセスの安定化、長期信頼性の検証など、まだ多くの課題が残されて
います。この技術が全固体電池の「500 Wh/kg時代」の実現にどれほど貢献できるか、
今後の開発と実証が注目されます。

元記事: https://patents.justia.com/patent/20260245865

収集日: 2026年08月28日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://patents.justia.com/patent/20260245865


#18 QuantumScape共同創設者兼CTO、信託保有全株式を
売却：事前に策定された取引計画

概要

QuantumScape Corporationの共同創設者兼CTOであるTimothy Holme氏が、2026年8

月21日付で、自身の信託が保有していたClass A普通株式12,723株を売却しました。こ
の売却は、2025年6月5日に策定されたRule 10b5-1取引計画に従って行われたものであ

り、インサイダー取引規制に準拠しています。この種の計画的売却は、企業の幹部が
事前に設定した条件に基づき、市場への影響を最小限に抑えつつ株式を処分するため
のものです。

公開日 2026年08月27日  The Motley Fool  アメリカ



詳細

主要成果

QuantumScape Corporationの共同創設者兼最高技術責任者（CTO）であるTimothy

Holme氏が、自身の信託を通じて保有していたClass A普通株式12,723株を2026年8月21
日に売却したことが、米国証券取引委員会（SEC）への提出書類で公表されました。こ
の取引は、2025年6月5日に事前に採択されたRule 10b5-1取引計画に従って実行された
ものです。

技術・臨床詳細

（この株式売却に関するニュースには、技術的な詳細や研究成果、臨床試験データは含
まれていません。）

背景・業界文脈

Rule 10b5-1取引計画は、企業幹部が未公開の重要情報を利用して不正な利益を得るこ
とを防ぐために、事前に取引スケジュールや売却条件を設定することを可能にするもの
です。Holme氏の今回の株式売却も、この計画に基づいており、税務上の義務や資産管
理といった個人的な財務戦略の一環として行われたと考えられます。インサイダーによ
る株式売却は、投資家の間で様々な憶測を呼ぶことがありますが、Rule 10b5-1計画に
基づく取引である場合、それは通常の財務管理活動の一部と見なされ、必ずしも企業の
将来性に対するネガティブなシグナルとは限りません。QuantumScapeは全固体電池の
開発で注目されている企業であり、経営陣の動向は常に市場の関心を集めています。

今後の展望

QuantumScapeは全固体電池の実用化に向けて研究開発を続けており、その技術進展は
電気自動車業界に革命をもたらす可能性を秘めています。今回のCTOによる株式売却
は、企業運営の透明性を確保しつつ、経営幹部が個人の財務計画を実行するための仕組
みを通じて行われたものです。投資家は、個々のインサイダー取引の背後にある文脈を
理解し、企業の長期的な技術開発、量産化戦略、パートナーシップの進捗といった主要
な事業指標に焦点を当てるべきでしょう。Holme氏が引き続きQuantumScapeの重要な
技術的リーダーシップを担っていることから、この取引が同社の技術戦略に直接的な影
響を与えるものではないと考えられます。
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#19 QuantumScape CEOが株式8万株を処分：RSU関連の
税務義務を履行

概要

QuantumScape CorporationのCEO、Srinivasan Sivaram氏が、2026年8月18日付で、制
限付き株式ユニット（RSU）の解除に伴う源泉徴収税の義務をカバーするために、
Class A普通株式81,752株を処分しました。この取引は、投資判断に基づくものではな

く、税務処理を目的としたものです。Sivaram氏は引き続き同社に多大な株式を保有し
ており、経営陣のコミットメントは維持されています。

公開日 2026年08月21日  The Motley Fool  アメリカ



詳細

主要成果

QuantumScape Corporationの最高経営責任者（CEO）であるSrinivasan Sivaram氏が、
2026年8月18日に、Class A普通株式81,752株を処分したことが、米国証券取引委員会
（SEC）への提出書類で公表されました。この株式処分は、制限付き株式ユニット
（RSU）の解除に関連して発生する源泉徴収税の義務をカバーすることを目的として行
われたものです。

技術・臨床詳細

（このCEOによる株式処分に関するニュースには、技術的な詳細や研究成果、臨床試験
データは含まれていません。）

背景・業界文脈

制限付き株式ユニット（RSU）は、従業員や役員への報酬として広く利用されており、
一定の条件（勤続年数など）を満たすと株式が確定し、個人の所有となります。この確
定時、米国の税法に基づき、所得税として源泉徴収税が課せられるのが一般的です。
Sivaram氏の今回の株式処分は、この税務上の義務を履行するために自動的に行われた
ものであり、同社の将来性に対するCEOの投資判断を反映するものではありません。イ
ンサイダー取引規則に完全に準拠しており、透明性が確保されています。
QuantumScapeは、全固体電池という革新的な技術の開発を進めており、そのCEOの動
向は、市場参加者にとって常に高い関心事となります。

今後の展望

QuantumScapeは、全固体電池の実用化という野心的な目標を掲げており、その実現に
向けて研究開発と量産化の準備を加速させています。CEOによる今回の株式処分は、経
営陣が個人の財務計画と企業の透明性を両立させるための標準的な手続きの一環として
行われたものです。投資家は、個々の税務関連取引ではなく、同社の技術的進展、主要
な顧客とのパートナーシップ、そして長期的な成長戦略といった事業の根本的なドライ
バーに注目し続けるべきでしょう。Sivaram氏が引き続き多大な株式を保有しているこ
とは、彼の会社へのコミットメントが堅固であることを示唆しています。
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